
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 総務省 （単位：千円）

1,232,899 1,129,360 △ 103,539 0 0 0

（１）適正な行政管理の実施 213,231 183,002 △ 30,229 0 0 0

（２）行政評価等による行政制
度・運営の改善

1,019,668 946,358 △ 73,310 0 0 0

15,951,673,282 15,885,164,508 △ 66,508,774 51,881,387,840 49,990,296,738 △ 1,891,091,102

（１）分権型社会にふさわしい
地方行政体制整備等

598,674 639,572 40,898 0 0 0

（２）地域振興（地域力創造） 2,079,788 1,900,405 △ 179,383 0 0 0

（３）地方財源の確保と地方財
政の健全化

15,948,957,734 15,882,590,862 △ 66,366,872 50,035,185,340 47,392,494,238 △ 2,642,691,102
交付税及び譲与税配
付金特別会計

（４）分権型社会を担う地方税
制度の構築

37,086 33,669 △ 3,417 1,846,202,500 2,597,802,500 751,600,000

68,007,279 60,699,027 △ 7,308,252 0 0 0

（１）選挙制度等の適切な運
用

68,007,279 60,699,027 △ 7,308,252 0 0 0

133,964,063 107,105,795 △ 26,858,268 0 0 0

（１）電子政府・電子自治体の
推進

133,964,063 107,105,795 △ 26,858,268 0 0 0

115,937,187 117,418,044 1,480,857 0 0 0
＜6,336,856＞ の内数 ＜5,880,063＞ の内数 ＜△456,793＞ の内数 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

36,567,972 36,889,468 321,496 0 0 0
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

4,987,070 4,170,741 △ 816,329 0 0 0
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0 0 0 0 0 0
＜6,336,856＞ の内数 ＜5,880,063＞ の内数 ＜△456,793＞ の内数 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0 0 0 0 0 0
＜6,336,856＞ の内数 ＜5,880,063＞ の内数 ＜△456,793＞ の内数 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

73,038,426 74,995,721 1,957,295 0 0 0
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

1,343,719 1,362,114 18,395 0 0 0
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

754,187 800,639 46,452 0 0 0

（１）郵政行政の推進 754,187 800,639 46,452 0 0 0

（５）電波利用料財源による電
波監視等の実施
（６）ICT分野における国際戦
略の推進

６．郵政行政

３．選挙制度等

４．電子政府・電子自治体

５．情報通信（ＩＣＴ政策）

比較増△減額
備考政策体系

一般会計 特別会計

３年度予算額

（４）情報通信技術利用環境
の整備

（２）情報通信技術高度利活
用の推進

４年度予算額 比較増△減額 ３年度予算額 ４年度予算額

（３）放送分野における利用環
境の整備

１．行政改革・行政運営

２．地方行財政

（１）情報通信技術の研究開
発・標準化の推進



政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 総務省 （単位：千円）

比較増△減額
備考政策体系

一般会計 特別会計

３年度予算額 ４年度予算額 比較増△減額 ３年度予算額 ４年度予算額

187,167,956 154,985,976 △ 32,181,980 0 0 0

（１）一般戦災死没者追悼等
の事業の推進

597,438 514,837 △ 82,601 0 0 0

（２）恩給行政の推進 135,861,339 114,085,796 △ 21,775,543 0 0 0

（３）公的統計の体系的な整
備・提供

40,286,424 31,264,016 △ 9,022,408 0 0 0

（４）消防防災体制の充実強
化

10,422,755 9,121,327 △ 1,301,428 0 0 0

0 0 0 0 0 0
＜48,242＞ の内数 ＜48,459＞ の内数 ＜217＞ の内数 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0 0 0 0 0 0
＜48,242＞ の内数 ＜48,459＞ の内数 ＜217＞ の内数 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0 0 0 0 0 0
＜48,242＞ の内数 ＜48,459＞ の内数 ＜217＞ の内数 ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

16,465,121,951 16,333,231,871 △ 131,890,080 51,881,387,840 49,990,296,738 △ 1,891,091,102

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．一般会計については、総務省所管分のみ掲記している。
４．３年度予算額は、当初予算額である。
５．３年度予算額は、４年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。

（２）土地利用の調整

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

７．国民生活と安心・安全

８．公害等調整委員会の任務の遂行

（１）公害紛争の処理



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 総務省 （単位：千円）

1,232,899 1,129,360 △ 103,539

総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 169,171 140,104 △ 29,067

管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 44,060 42,898 △ 1,162

総務本省 行政評価等実施費
行政評価等の実施に必要な経
費

226,232 183,299 △ 42,933

管区行政評価局 行政評価等実施費
行政評価等の実施に必要な経
費

793,436 763,059 △ 30,377

15,951,673,282 15,885,164,508 △ 66,508,774

（１）分権型社会にふさわしい地
方行政体制整備等

総務本省 地方行政制度整備費
地方行政制度の整備に必要な
経費

598,674 639,572 40,898

（２）地域振興（地域力創造） 総務本省 地域振興費 地域振興に必要な経費 2,079,788 1,900,405 △ 179,383

総務本省 地方財政制度整備費
地方財政制度の整備に必要な
経費

53,044 52,204 △ 840

総務本省 地方交付税交付金
地方交付税交付金財源の交付
税及び譲与税配付金特別会計
へ繰入れに必要な経費

15,591,220,690 15,655,838,658 64,617,968

総務本省 地方特例交付金
地方特例交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計へ
繰入れに必要な経費

216,384,000 217,200,000 816,000

総務本省 地方特例交付金

新型コロナウイルス感染症対
策地方税減収補塡特別交付金
財源の交付税及び譲与税配付
金特別会計へ繰入れに必要な
経費

141,300,000 9,500,000 △ 131,800,000

（４）分権型社会を担う地方税
制度の構築

総務本省 地方税制度整備費
地方税制度の整備に必要な経
費

37,086 33,669 △ 3,417

68,007,279 60,699,027 △ 7,308,252

総務本省 選挙制度等整備費
選挙制度等の整備に必要な経
費

207,608 229,855 22,247

総務本省 選挙制度等整備費
衆議院議員総選挙に必要な経
費

67,238,979 0 △ 67,238,979

総務本省 選挙制度等整備費
最高裁判所裁判官国民審査に
必要な経費

560,692 0 △ 560,692

総務本省 選挙制度等整備費
参議院議員通常選挙に必要な
経費

0 60,469,172 60,469,172

133,964,063 107,105,795 △ 26,858,268

（１）電子政府・電子自治体の推
進

総務本省 電子政府・電子自治体推進費
電子政府・電子自治体の推進
に必要な経費

133,964,063 107,105,795 △ 26,858,268

２．地方行財政

（３）地方財源の確保と地方財
政の健全化

政策体系

３．選挙制度等

４．電子政府・電子自治体

（１）選挙制度等の適切な運用

１．行政改革・行政運営

（１）適正な行政管理の実施

（２）行政評価等による行政制
度・運営の改善

組織 比較増△減額３年度予算額 ４年度予算額事項項



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 総務省 （単位：千円）

政策体系 組織 比較増△減額３年度予算額 ４年度予算額事項項

115,937,187 117,418,044 1,480,857
＜6,336,856＞ の内数 ＜5,880,063＞ の内数 ＜△456,793＞ の内数

総務本省 情報通信技術研究開発推進費
情報通信技術の研究開発の推
進に必要な経費

8,253,610 8,386,737 133,127

総務本省 情報通信技術研究開発推進費
情報通信技術分野の技術戦略
に必要な経費

152,115 158,566 6,451

総務本省
国立研究開発法人情報通信研
究機構運営費

国立研究開発法人情報通信研
究機構運営費交付金に必要な
経費

28,072,047 28,253,965 181,918

総務本省
国立研究開発法人情報通信研
究機構施設整備費

国立研究開発法人情報通信研
究機構施設整備に必要な経費

90,200 90,200 0

総務本省
情報通信技術高度利活用推進
費

情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

4,957,385 4,145,838 △ 811,547

総合通信局
情報通信技術高度利活用等推
進費

情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

29,685 24,903 △ 4,782

0 0 0
＜6,319,474＞ の内数 ＜5,859,416＞ の内数 ＜△460,058＞ の内数

0 0 0
＜17,382＞ の内数 ＜20,647＞ の内数 ＜3,265＞ の内数

0 0 0
＜6,319,474＞ の内数 ＜5,859,416＞ の内数 ＜△460,058＞ の内数

0 0 0
＜17,382＞ の内数 ＜20,647＞ の内数 ＜3,265＞ の内数

総務本省
電波利用料財源電波監視等実
施費

電波利用料財源電波監視等の
実施に必要な経費

46,782,413 43,022,949 △ 3,759,464

総務本省
電波利用料財源電波監視等実
施費

電波利用料財源電波利用技術
の研究開発等に必要な経費

22,897,312 28,860,107 5,962,795

総合通信局
電波利用料財源電波監視等実
施費

電波利用料財源電波監視等の
実施に必要な経費

3,358,701 3,112,665 △ 246,036

（６）ICT分野における国際戦略
の推進

総務本省 情報通信国際戦略推進費
情報通信技術の国際戦略に必
要な経費

1,343,719 1,362,114 18,395

754,187 800,639 46,452

（１）郵政行政の推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 754,187 800,639 46,452

情報通信技術の利用環境整備
に必要な経費

（５）電波利用料財源による電
波監視等の実施

６．郵政行政

情報通信技術の利用環境整備
に必要な経費

総合通信局
情報通信技術高度利活用等推
進費

情報通信技術の利用環境整備
に必要な経費

（４）情報通信技術利用環境の
整備

総務本省 情報通信技術利用環境整備費
情報通信技術の利用環境整備
に必要な経費

総合通信局
情報通信技術高度利活用等推
進費

５．情報通信（ＩＣＴ政策）

（１）情報通信技術の研究開発・
標準化の推進

（２）情報通信技術高度利活用
の推進

（３）放送分野における利用環
境の整備

総務本省 情報通信技術利用環境整備費



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 総務省 （単位：千円）

政策体系 組織 比較増△減額３年度予算額 ４年度予算額事項項

187,167,956 154,985,976 △ 32,181,980

（１）一般戦災死没者追悼等の
事業の推進

総務本省 一般戦災死没者追悼等事業費
一般戦災死没者の追悼等に必
要な経費

597,438 514,837 △ 82,601

総務本省 恩給費
文官等に対する恩給支給に必
要な経費

5,069,333 4,492,815 △ 576,518

総務本省 恩給費
旧軍人遺族等に対する恩給支
給に必要な経費

130,029,255 108,866,956 △ 21,162,299

総務本省 恩給費 恩給支給事務に必要な経費 762,751 726,025 △ 36,726

総務本省 統計調査費
統計調査等の実施に必要な経
費

30,867,610 23,357,781 △ 7,509,829

総務本省
独立行政法人統計センター運
営費

独立行政法人統計センター運
営費交付金に必要な経費

9,418,814 7,906,235 △ 1,512,579

消防庁 消防防災体制等整備費
消防防災体制等の整備に必要
な経費

9,942,207 8,627,400 △ 1,314,807

消防庁 消防防災体制等整備費
消防防災体制等の整備に係る
技術研究開発に必要な経費

480,548 493,927 13,379

0 0 0
＜48,242＞ の内数 ＜48,459＞ の内数 ＜217＞ の内数

0 0 0
＜48,242＞ の内数 ＜48,459＞ の内数 ＜217＞ の内数

0 0 0
＜48,242＞ の内数 ＜48,459＞ の内数 ＜217＞ の内数

16,465,121,951 16,333,231,871 △ 131,890,080

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．３年度予算額は、当初予算額である。
４．３年度予算額は、４年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

公害紛争処理等に必要な経費

（２）土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費

（４）消防防災体制の充実強化

計

８．公害等調整委員会の任務の遂行

（１）公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会

７．国民生活と安心・安全

（２）恩給行政の推進

（３）公的統計の体系的な整備・
提供



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管） 内閣府、総務省及び財務省 （会計）交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：千円）

51,748,849,007 49,898,354,090 △ 1,850,494,917

地方交付税交付金
地方交付税交付金に必要な経
費

17,438,474,346 16,797,717,419 △ 640,756,927

地方交付税交付金
東日本大震災復興に係る地方
交付税交付金に必要な経費

132,627,297 92,938,763 △ 39,688,534

地方特例交付金 地方特例交付金に必要な経費 216,384,000 217,200,000 816,000

地方特例交付金
新型コロナウイルス感染症対
策地方税減収補塡特別交付金
に必要な経費

141,300,000 9,500,000 △ 131,800,000

国債整理基金特別会計へ繰入
国債整理基金特別会計へ繰入
れに必要な経費

31,973,860,864 30,183,195,408 △ 1,790,665,456

地方譲与税譲与金
地方揮発油譲与税譲与金に必
要な経費

229,200,000 229,100,000 △ 100,000

地方譲与税譲与金
森林環境譲与税譲与金に必要
な経費

40,000,000 50,000,000 10,000,000

地方譲与税譲与金
石油ガス譲与税譲与金に必要
な経費

4,500,000 4,800,000 300,000

地方譲与税譲与金
特別法人事業譲与税譲与金に
必要な経費

1,262,700,000 1,998,600,000 735,900,000

地方譲与税譲与金
自動車重量譲与税譲与金に必
要な経費

280,600,000 289,100,000 8,500,000

地方譲与税譲与金
航空機燃料譲与税譲与金に必
要な経費

17,800,000 14,900,000 △ 2,900,000

地方譲与税譲与金
特別とん譲与税譲与金に必要
な経費

11,400,000 11,300,000 △ 100,000

地方譲与税譲与金
地方道路譲与税譲与金に必要
な経費

2,500 2,500 0

51,748,849,007 49,898,354,090 △ 1,850,494,917

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．交付税及び譲与税配付金特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
４．３年度予算額は、当初予算額である。
５．３年度予算額は、４年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。

比較増△減額４年度予算額３年度予算額勘定・組織

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

２．地方行財政

（３）地方財源の確保と地方財
政の健全化

（４）分権型社会を担う地方税制
度の構築

事項政策体系 項

計



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）

国会、裁判所、会計検査院、内
閣、内閣府、デジタル庁、復興
庁、総務省、法務省、外務省、
財務省、文部科学省、厚生労
働省、農林水産省、経済産業
省、国土交通省、環境省及び
防衛省

（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

132,538,833 91,942,648 △ 40,596,185

（３）地方財源の確保と地方財
政の健全化

総務本省 地方交付税交付金
地方交付税交付金財源の交付
税及び譲与税配付金特別会計
へ繰入れに必要な経費

132,538,833 91,942,648 △ 40,596,185

132,538,833 91,942,648 △ 40,596,185

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
４．３年度予算額は、当初予算額である。
５．３年度予算額は、４年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。

比較増△減額

２．地方行財政

計

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

政策体系 勘定・組織 項 事項 ３年度予算額 ４年度予算額
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